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報道関係者各位 

2019年12月25日 

学校法人 先端教育機構 

東京都に拠点をおく学校法人として初※の認定 

学校法人先端教育機構、女性活躍推進法に基づく「えるぼし」最高位認定を取得 
 

 

 社会人向け専門職大学院の事業構想大学院大学と社会情報大学院大学を運営する、学校法人

先端教育機構（東京都港区、理事長：東英弥）は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律（女性活躍推進法）」に基づく優良認定「えるぼし」の最上位（3段階目）を2019年12月16日付で

取得しました。 

 ※ 厚生労働省「女性活躍推進法に基づく『えるぼし』認定企業一覧」より（2019年11月30日時点、本学調べ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本法人では、職員がモチベーションを保ちながらその能力を発揮し、仕事と生活の調和を図り働

きやすい雇用環境の整備を行うため行動計画を策定しています。 

今後も各職員が性別などに関わらず、それぞれのライフステージにおいて個性と能力を発揮しな

がら働き続けることができる組織を目指してさまざまな施策の推進に取り組み、理念とする知の実

践研究・教育を通じて、社会の一翼を担ってまいります。 

 

「えるぼし」認定について 

 本認定は、2016年4月1日に施行された女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性

活躍推進法）に基づく認定制度で、同法が定めた基準による女性活躍推進状況が優良な企業・組

織に対し、厚生労働大臣より認定されるものです。認定は3段階あり、女性が能力を発揮しやすい

職場環境であるかという観点から、「採用」、「就業継続」、「労働時間等の働き方」、「管理職比

率」、「多様なキャリアコース」の5つの評価項目が定められています。5つの評価項目のうち、基準

を満たす項目数に応じて取得できる段階が決まり、全ての基準を満たすことで3つ星（認定段階3）

を受けることができます。 
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■学校法人先端教育機構の概略 

名称  学校法人 先端教育機構 

理事長  東 英弥 

設置校  事業構想大学院大学 

 

社会情報大学院大学（東京） 

所在地  東京都港区南青山3-13-16 

沿革  2011年 10月 文部科学大臣より認可を受け、学校法人東教育研究団を設立 

2012年 4 月 東京・南青山に事業構想大学院大学を開学 

2015年 10月 学校法人日本教育研究団に名称変更 

2017年 3 月 事業構想大学院大学が公益財団法人 大学基準協会の大学認証評価 

（専門分野別認証評価）にて「適合評価」 

2017年 4 月 2校目の大学院大学として、東京・高田馬場に社会情報大学院大学を開学 

2017年 4 月   事業構想大学院大学が厚生労働省「教育訓練給付金」対象講座に指定 

2017年 12月 学校法人先端教育機構に名称変更 

2018年 3 月 事業構想大学院大学が公益財団法人 大学基準協会の大学認証評価 

（機関別認証評価）にて「適合評価」 

2018年 4 月 大阪 事業構想大学院、福岡 事業構想大学院 開校 

2018年 6 月 学校法人先端教育機構 先端教育研究所設置 

2019年 4 月 名古屋 事業構想大学院 開校 

2019年 9 月   文部科学省「持続的な産学共同人材育成システム構築事業」に 

           社会情報大学院大学「実務家教員COEプロジェクト」が中核拠点校として採択 

 

 

本プレスリリースは下記の記者クラブに配布しております 

文部科学記者会、厚生労働記者会、労政記者クラブ、東京都庁記者クラブ 

 

【本件に関するお問い合わせ先】 

学校法人先端教育機構 広報担当 齊藤 

TEL：03-3478-8401  /  mail：koho@sentankyo.ac.jp  /  https://www.sentankyo.ac.jp 


